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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年６月24日付をもって提出いたしました第26期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）有価証券報告書の記載

事項の一部に記載されるべき事項が判明し、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

５ 従業員の状況 

第２ 事業の状況 

４ 事業等のリスク 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は  罫で示しております。 

  

 



第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

  （訂正前） 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員（就業時間８時間換算による）を［ ］内に外数で記載

しております。 

  

  （訂正後） 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員（就業時間８時間換算による）を［ ］内に外数で記

載しております。 

２．従業員数が当連結会計年度において106人増加しておりますが、主たる要因は、店舗数が増加したことに伴い、新規及び

中途採用が増加したことによるものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

  （訂正前） 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員（就業時間８時間換算による）を［ ］内に外数で記

載しております。 

２．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

  （訂正後） 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員（就業時間８時間換算による）を［ ］内に外数で記

載しております。 

２．従業員数が当事業年度において106人増加しておりますが、主たる要因は、店舗数が増加したことに伴い、新規及び中途

採用が増加したことによるものであります。 

３．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

 

  平成17年３月31日現在

事業部門別 従業員数（人）

薬局部門 515 ［211］ 

その他部門 －  ［－］ 

合計 515 ［211］ 

  平成17年３月31日現在

事業部門別 従業員数（人）

薬局部門 515 ［211］ 

その他部門 －  ［－］ 

合計 515 ［211］ 

    平成17年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

515［211］ 34.0 ３年３ヶ月 3,906,411 

    平成17年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

515［211］ 34.0 ３年３ヶ月 3,906,411 



第２【事業の状況】 

  

４【事業等のリスク】 

  （訂正前） 

（追加） 

  

  （訂正後） 

(7）出店政策について 

 当社の業容拡大には事業拠点である店舗数の拡大が大きく寄与するものであり、今後も積極的に出店を行う方針でありま

す。 

 現在、当社の薬局店舗は保険調剤を専業とし、医療機関の門前若しくは近接地域に立地する門前薬局でありますが、医薬分

業の進展に伴い、調剤薬局業界においては従来にも増して出店競争が激化しております。当社では店舗買収並びにＭ＆Ａを含

めて採算を重視した店舗数の拡大政策を立てておりますが、出店条件を充足する場所を確保できない等により計画どおりに出

店できない場合、競合状況や医薬分業の進展が当初の想定から大きく乖離する等により出店後に当初計画どおりの売上高が確

保できない場合、医療機関の移転又は廃業等により店舗の売上高が減少する場合、店舗建物等の賃借先の信用状況の悪化によ

り店舗営業の継続及び敷金保証金等の返還に支障が生じる場合には、当社の事業計画並びに業績等に影響を与える可能性があ

ります。 

  

(8）消費税等の影響について 

 当社の保険調剤売上高は消費税法において非課税売上となっております。一方で医薬品等の仕入れは同法により課税仕入と

なっているため、仕入価格に消費税を含めた価格が調剤売上原価に含まれます。 

 消費税導入時及び税率改定時には、消費税率の上昇分が薬価基準の改正において考慮されておりましたが、今後、消費税率

が改定され、薬価基準に加味されず、卸業者との仕入価格交渉に反映できない場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

(9）個人情報の保護について 

 当社は安全で質の高い医療サービスを提供するため、患者情報の収集を行っており、薬歴、処方箋をはじめとする個人情報

を保持しております。 

 これら顧客の個人情報の取扱いに関してはマニュアルを制定して厳重に管理するなど、個人情報の漏洩防止に努めておりま

すが、万一これらの個人情報が漏洩するような事実が発生した場合は社会的信用が失墜し、それに伴う不利益は多大となり、

業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 
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